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明和町特定事業主行動計画 

Ⅰ 計画策定にあたって 

１ 目的 

 我が国における急速な少子高齢化の進展による社会経済情勢の変化に対応し

ていくために、性別に関わらず、個性と能力を十分に発揮できる社会及び、次世

代の社会を担う子どもが健全に育成される社会実現のため、平成１５年７月に

「次世代育成支援対策法」（以下「次世代法」という。）、平成２７年８月に「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」とい

う。）が成立しました。これらの法律では国及び地方公共団体を「特定事業主」

と定め、事業主として職員の子ども達の健やかな育成を図るための行動計画や

女性職員の個性と能力を十分に発揮できる職場環境を築くための計画の策定が

義務付けられました。 

 

 明和町では、次世代法に基づき平成１７年度に「次世代育成支援対策法に基づ

く明和町特定事業主行動計画」を策定し、次世代育成支援の推進の取り組みを進

めてきました。また、女性活躍推進法に基づき、平成２８年度に「女性活躍推進

法に基づく明和町特定事業主行動計画」を策定し女性職員の活躍推進の取り組

みを進めてきました。 

 

令和７年３月に次世代法の行動計画の期間が終了し、令和８年３月には女性

活躍推進法の行動計画の期間が終了するため、今回策定する計画では両行動計

画を統合することで次世代育成支援と女性職員の活躍推進を一体的に推進して

いくこととしています。 

 

 このことから、これまでの計画を見直し、さらに職員全員が次世代育成の重要

性を認識し、仕事と生活の調和（ワークライフ・バランス）を実現できる職場づ

くりを推進していくため、取り組むべき行動を策定します。 
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Ⅱ これまでの取組について 

（１）次世代法に基づく行動計画について 

■計画期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日 

■これまでの取り組み例 

① 妊娠中や出産後における配慮 

（例：出産費用の給付等の経済的支援の周知） 

② 子どもの出生時における男性職員の休暇の取得の推進 

（例：出産・育児に関する特別休暇の周知） 

③ 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

（例：育児休業等の制度・手続きについて説明） 

④ 超過勤務の制限 

（例：ノー残業デーの推進） 

⑤ 休暇の取得の推進 

（例：夏季休暇取得期間の延長） 

⑥ 異動における配慮 

（例：人事異動調書の活用） 

⑦ 子育てを支援する職場環境の整備 

（例：仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供） 

⑧ 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

（例：子供が参加する地域イベントへの職員の積極的な参加の呼びかけ） 
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（２）女性活躍法に基づく行動計画について 

■計画期間 令和 3 年４月１日～令和 8 年３月３１日 

■目標値と実績 

項目 R３年度 R４年度 R５年度 目標値 

採用試験（事務職員）受験

者に占める女性の割合 
33％ 36.8％ 42.5％ 男女同数 

職員に占める女性の割合

（事務職） 
27.3％ 30％ 31.6％ 35％ 

本庁における管理職に占

める女性の割合 
9.1％ 9.1％ 6.7％ 15％ 

本庁における係長相当職

以上に占める女性の割合 
18.2％ 17％ 19.3％ 35％ 

一人当たりの年次休暇取

得日数 
7.37 日 8.41 日 10.95 日 10 日以上 

女性職員の平均勤続年数 13 年 1 カ月 12 年 8 カ月 11 年 5 カ月 15 年以上 

育児休業を取得する男性

職員の割合 
11.1％ 40.0％ 100.0％ 5％ 

配偶者出産休暇を取得す

る男性職員の割合 
100％ 83.3％ 100％ 100％ 

育児参加のための休暇を

取得する男性職員の割合 
33.3％ 16.7％ 100％ 20％ 

■これまでの取り組み 

①採用関係 

 （例：女性職員の活躍を動画で周知） 

②配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係 

 （例：昇任試験の導入） 

③長時間勤務関係 

 （例：ノー残業デーの推進） 

④家事、育児や介護をしながら活躍できる職場環境の整備 

（例：仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供）  
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Ⅱ 現状の分析と今後の目標及び具体的な取り組み 

１ 計画期間・数値目標 

 この計画の期間は令和 7 年４月１日から令和１２年３月３１日（5 年間）で

す。 

次の項目については、令和１２年４月１日までに達成する目標値を設定します。

目標の達成状況については毎年公表します。 

項目 現状値（R5 年度） 目標値 

女性の活躍推進   

採用者に占める女性の割合（事務職員） 40％ 50％ 

事務職員に占める女性の割合 31.6％ 40％ 

管理職の女性割合（全職種） 26.3％ 35％ 

管理職の女性割合（本庁職員） 6.7％ 30％ 

係長相当職の女性割合（全職種） 30.4％ 40％ 

子育て支援   

男性の育児休業取得率※1 100％ 100％ 

男性の配偶者出産休暇等の取得率※2 100％ 100％ 

働きやすい環境づくり   

一人当たりの時間外労働時間数 

（月平均）※3 
10.25 時間 7 時間以下 

一月当たりの時間外労働時間数 

（最も多い月）※4 
21.6 時間 15 時間 

一人当たりの年次有給休暇取得日数 10.95 日 13 日以上 

勤続年数の男女差 男性 13 年 3 か月 

女性 11 年 5 か月 

男女共に 

15 年以上 

※1 男性育児参加休暇、配偶者出産休暇、育児休業により 20 日以上取得した 

場合（連続である必要はない） 

※2 男性育児参加休暇、配偶者出産休暇のいずれかを 1 日以上取得した場合 

※3 休日労働及び時間外労働の年間時間数の一月当たりの平均 

※4 各月の一人当たりの平均時間外労働時間数 
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２ 現状分析と具体的な取り組み 

（１）女性活躍の推進 

 明和町の事務職員における女性の割合は、令和 5 年度時点で 31.9％と年々男

男性職員との差は縮まっているものの、男性職員が多い状況です。 

 全職種では、女性職員の割合が 53.5％と高くなりますが、これは保育士、保

健師の女性職員の割合が多いためです。 

全職種における管理職、係長職に占める女性の割合は、令和 5 年度時点でそ

れぞれ 26.3％と 30.4％ですが、事務職員のみの女性割合は、管理職 8.3％、係

長職 25％と特に管理職の女性割合の低いことがわかります。これまでの取組と

して、意欲ある職員が役職者を目指すことができる制度として、令和 4 年度か

ら昇任試験を導入したものの、女性の受験率は 14％と低く女性管理職の登用へ

はつながりませんでした。 

○管理職及び係長相当職の女性割合（令和 5 年度 4 月 1 日時点） 

区 分 総数 

 

うち女性 女性比率 うち事務職員 

総数 うち女性 女性比率 

町長部局課長級 11人 1人 9.1％ 9人 1 人 11.1％ 

議会事務局課長級 1人 0人 ０％ 0人 0人 0％ 

教育委員会課長級 7人 4人 57.1％ 3人 0 人 0％ 

選挙管理委員会課長級 ― ― ― ― ― ― 

農業委員会課長級 ― ― ― ― ― ― 

監査委員会課長級 ― ― ― ― ― ― 

管理職計 19人 5人 26.3％ 12人 1人 8.3％ 

町長部局係長級 35人 7人 20％ 27人 6人 22.2％ 

議会事務局係長級 1人 1人 100％ 1人 1 人 100％ 

教育委員会係長級 9人 6人 66.7％ 3人 1 人 33.3％ 

選挙管理委員会係長級 ― ― ― ― ― ― 

農業委員会係長級 1人 0人 0％ 1人 0 人 0％ 

監査委員会係長級 ― ― ― ― ― ― 

係長級計 46人 14人 30.4％ 32人 8人 25％ 

合 計 65人 19人 29.2％ 44人 9人 20.5％ 
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また、事務職員の採用試験では女性の採用者についても、40％と一定の成果

が見られ全職種の女性採用割合は 60％となりました。 

○女性職員の採用割合（令和 5 年度採用試験実施実績） 

区分 全職種総数 

 

うち女性 女性比率 
うち事務職員 

総数 うち女性 女性比率 

計 10人 6人 60％ 5人 2人 40％ 

 

行政サービスの受け手である町民の約半数は女性であるため、男女双方の視

点が政策に反映されることで町民のニーズに対応した町政の実現につながると

思われ、女性職員の活躍のためには、性別にとらわれずに本人の能力や適性に

応じた職員の育成や人員配置を行うことが重要となります。 

 そうしたことから、多種多様な職務を経験することで意欲向上、能力開発に

つなげ女性の活躍を推進していきます。 

 

具体的な取り組み 

■女性職員の働き方の事例紹介 

 依然として女性の応募者が少ない状況が続いているため、出産・産休育休・

復帰を経験した女性職員の働き方を紹介する取り組みなどを進めます。 

■面接官への女性の参画 

 採用試験の面接官に女性を取り入れ、無意識の性別バイアスの排除に努めま

す。 

■係長・課長相当職を目指す職員へのサポート 

 役職者であっても育児休業等を取得ができるフォロー体制の整備を行うとと

もに、係長・課長相当職の魅力発信を行うことで役職者を目指す職員の支援を

行います。また、キャリア形成のための研修や不安を解消する取り組みを検討

します。 

■性別にとらわれない職務分担 

 窓口業務の職員に女性が多く配置されるなどの性別による固定観念により

様々な職務経験を積むことが阻害されないように能力・適正に応じた性別に左

右されない職務配置を行います。 
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（２）子育て支援 

 本町職員においては、女性職員の育児休業取得率は 100％です。男性職員に

ついても、20 日以上取得する職員は年々増加し令和 5 年度においては 100％で

した。 

子育て支援制度の周知徹底や、育児休業等からの復帰職員に対して、研修の

実施や所属職場との連絡体制の確保などの支援を行います。男性職員も育児休

業等を取得しやすい環境づくりを行い、安心して子育てと仕事の両立ができる

ように取組を進めていきます。 

 

○出産・育児に関する休暇等取得実績（令和５年度） 

 
男性職員 女性職員 

 
平均取得日

数 

平均取得率 平均取得年

数 

平均取得率 

配偶者出産休暇 2 日 100% ― ― 

育児参加休暇 2 日 100% ― ― 

育児休業 22 日 100% 2 年 4 カ月 100% 

 

具体的な取り組み 

■所属長による育児休業等の働きかけ 

 職員から出産の申し出があった場合、所属長は面談等を通じて、育児休業等

の取得推進のための情報提供を行い、意向確認を行います。 

 

■育児休業制度等の周知徹底 

 育児中の職員のみだけではなく、すべての職員が制度を理解し仕事と子育て

の両立を職場全体で支援することが必要です。育児休業、部分休業等の制度に

ついての説明や研修を実施し、制度の内容や男性職員や所属長の理解を深めま

す。 
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■育児休業取得時等の代替職員の充実 

 年度の全期間にわたって育児休業等を取得する職員を対象とした代替職員制

度の確立を検討します。役職者が育児休業等を取得する場合の代替職員制度に

ついても検討を行います。 

 

■育児休業中職員の職場復帰支援 

 育児休業中の職員が職場から離れていることに不安を感じることのないよ

う、業務情報等の提供を行います。また、育児休業中の職員は電話やメール等

で職場との接点を保つように努めることとします。 

 

 

■男性職員の子育て目的の休暇等の取得促進 

 出産・子育てに関する休暇制度（男性育児参加休暇や子の看護休暇等）の周

知をするとともに、子育てに関する休暇等の取得を希望するすべての職員が取

得できるよう職場全体で支援することに努めることとします。 
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（３）働きやすい環境づくり 

 長時間勤務は職員の心身の健康に害を及ぼす恐れがあるため、全職員で長時

間勤務の抑制に取り組むことが重要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これまでも時間外勤務の抑制・削減に取り組んできましたが、職員の一人当

たりの年間時間外労働時間数は、平成３1 年度は 72 時間でしたが、令和５年度

は 123 時間とこの 5 年間で増加傾向にあることから、今まで以上に長時間勤務

の抑制に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、令和 5 年度の月ごとの一人当たりの時間外労働時間数では、3 月が

21.6 時間と他の月の 2 倍近く多いことから、特に一月当たりの時間外勤務数の

上限目標を定め抑制を図ります。 
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令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

一人あたり 
年次有給休暇取得日数 

7.37 日 8.41 日 10.95 日 

 

年次有給休暇の取得日数については、令和 3 年が 7.37 日、令和 5 年度は 10.95

日と取得日数が増加しています。引き続き年次有給休暇を取得しやすい環境づ

くりに取り組みます。 

 

 
 

 女性の平均勤続年数は、令和 3 年度では 13 年 1 カ月であったのに対し令和

5 年度では 11 年 5 カ月と減少しています。また採用後 10 年前後の継続雇用割

合についても、男性が 82％であるのに対し女性は 69％です。事務職員の女性

割合は増加傾向であるものの、女性が継続して働ける環境整備に取り組むとと

もにサポート体制の充実を推進する必要があります。 
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具体的な取り組み 

 

■職員の意識啓発 

 業務の緊急性・必要性を考慮したうえで時間外勤務命令を必要最低限とする

ことを徹底するとともに、一定時間数を超えた勤務命令については所属長に注

意喚起を行い、働き方を見直す意識啓発につなげます。 

 

■業務の効率化の推進 

 職員一人ひとりが時間外勤務削減に向けて、効率的な業務を心がけるととも

に、時間外勤務の原因を分析し、デジタルツール等を活用した業務の効率化を

図ります。 

 

■長時間勤務の抑制 

 長時間勤務が継続している職員に対してヒアリングを行い、所属グループで

対応策の検討・実施を行い、組織として時間外勤務の抑制の対策を進めます。 

特に１月あたり４５時間、年間３６０時間を越える職員がいる部署への指導を

徹底します。 

 

■定時退庁日の定時退庁の徹底 

 毎週水曜日・金曜日の定時退庁日において、管理職による退庁を促す声掛け

や職員間の声がけを行うほか、PC 上の退庁を促すメッセージを配信するなど

職場全体で定時退庁の徹底を図ります。 

 

■新しい働き方の推進 

 職員の多様な働き方を可能とするために、テレワーク導入に向けた環境整備

を進めます。仕事と家庭を両立させやすくするために職員のニーズを把握しな

がら制度や運用の改善を継続的に検討していきます。 

 

■年次有給休暇の取得推進 

 年次有給休暇の取得状況を把握し、取得率が低い職場についてはヒアリング

等を行い、取得の推進を図ります。 
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■各種休暇制度の周知・取得促進 

 生理休暇等の各種休暇制度の周知を図るとともに、必要に応じて取得しやす

い環境の整備に努めます。 

 

■ハラスメント相談窓口の整備 

 ハラスメントについて適切な相談や措置が取られるよう令和５年度にハラス

メント防止要綱を定めています。今後もより相談しやすい体制整備していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 4 月 

明和町長 

明和町議会議長 

明和町教育委員会 

明和町選挙管理員会事務局 

明和町農業委員会事務局 

明和町監査委員会事務局 

 

 


